
Ⅲ市政改革の取組と今後の方向性

⑤外郭団体等の改革

○委託事業の見直し

○団体の統廃合・再編等

　大阪市では、極めて厳しい財政状況のもと、徹底した行政運営の効率化を図るため、
これまで外郭団体等（監理団体・関連団体）の抜本的な改革に取り組んできました。

　この改革をさらに推進するため、大阪市外郭団体等評価委員会からの新たな提言
（平成21年3月）を踏まえ、現行の行財政改革期間である平成22年度までに達成すべき
新たな計画として「外郭団体等の改革推進について」（平成21年3月）を策定しました。

　今後も不断の外郭団体等の改革に取り組み、市民サービスの向上を図ってまいりま
す。

団体数の状況

57

50

47

46

81

80

77

76

監理団体 66 関連団体 80

0 30 60 90 120 150

Ｈ17.7.1

Ｈ18.4.1

Ｈ19.4.1

Ｈ20.4.1

Ｈ21.4.1

団体

＜今後の取り組み＞
　監理団体4団体、関連団体1団体の
削減に取り組みます。

外郭団体等への委託料の削減状況
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＜これまでの取り組み＞
　監理団体の約1/3（20団体）を削減

＜今後の取り組み＞
・監理団体への委託事業について
は、平成22年度までに競争性のない
随意契約の事業を平成19年度実績
（47,241百万円）比の50％（23,620百
万円）以下とします。
・関連団体への委託料についても、市
政改革マニフェストにおける平成22年
度までの目標達成に向けて引き続き
取り組みます。

＜これまでの取り組み＞
・監理団体委託料（H16→H21)
　934億円 → 417億円
　（▲517億円、▲55.4%）
・関連団体委託料（H17→H21)
　204億円 → 146億円
　（▲58億円、▲28.5%）
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